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概要書 
 
わが国の討議資料「財務会計の概念フレームワーク」では、財務諸表の目的を「投資家
による企業成果の予測と企業価値の評価に役立つような、企業の財務状況の開示」として
いる。具体的に言えば、財務報告の目的とは、自己の責任で将来を予測し投資の判断をす
る人々（投資家）におけるその意思決定のために、企業の投資のポジション（ストック）
とその成果（フロー）を開示することである。そもそも、投資家は、不確実な将来キャッ
シュ・フローへの期待のもとに、自らの意思で自己の資金を企業に投下している。そのた
め、投資家はその不確実な成果を予測して意思決定をするため、企業が資金をどのように
投資し、どれだけの成果をあげており、将来どれだけの成果をあげる見込みなのかについ
ての情報を必要としているのである。 
そこで、成果（フロー）の情報として、過去の投資の成果を現し、さらには、企業価値
評価の基礎となる将来キャッシュ・フローの予測に広く用いられていることから、利益情
報の開示が重視される。利益情報を測定するためには、リスクから解放された収益のみな
らず、その収益を獲得するのに貢献した努力である費用も把握することが必要である。し
かし、現在のわが国の会計基準に鑑みると、無形資産の処理にいくつかの問題があり得る。
例えば、無形資産の典型例である研究開発支出は、全額発生時に費用処理されるので、研
究成功によりリスクから解放され獲得された収益とそれの獲得に貢献した努力たる費用が
期間対応しない可能性がある。また、ブランド生成などに投入された支出（ブランド支出）
も原則として発生時に費用計上されるため、同じことが言える。つまり、無形資産を生み
出す支出は、本来、収益計上に対応させるため、資産計上し一定期間に費用按分するべき
もののあり得るにもかかわらず、発生時に費用処理されているものがある。そのため、こ
の論文では、それら、無形資産になりうる支出を資産計上し、各期に費用配分する会計処
理を考察することとした。 
第 1 章では、研究の背景として、財務諸表の作成の目的を明らかにし、無形資産になり
うる支出を資産計上し、各期に費用配分する必要性を述べている。 
第 2 章では、研究開発支出や広告支出などの無形資産になりうる支出が資産計上されず、
発生時費用処理されている現状を鑑み、なぜ無形資産になりうる支出が資産計上されない
のかについて検討している。具体的には、研究開発支出に代表される、収益との対応関係
の不確実性の問題について考察した。そこで、収益との対応関係が不確実なのは、無形資
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産に限った話でなく、有形資産でも同様であるため、収益との対応関係の不確実性だけで
は、無形資産になりうる支出の資産計上を否定できないとした。 
第 3 章では、無形資産の取得時の測定方法から、その定義、収益との対応についての考
え方など、無形資産になりうる支出を資産計上する際の基本的な考え方について、考察し
ている。 
第 4 章では、無形資産になりうる支出を資産計上した後の処理について考察してゆく。
第 1 に、無形資産を公正価値や使用価値で測定することは有用であるかを検討している。
これは、無形資産は、通常、使用するためのものであり、キャピタルゲインの獲得を目的
とする金融投資でないため、使用価値や公正価値評価はなじまないと結論付けた。したが
って、無形資産は取得原価評価すべきとした。第 2 に、無形資産の費用化方法を検討して
いる。具体的には、資産の費用化方法として、減価償却による方法と減損による方法の２
つが想定されるが、資産の 2 つある費用化方法のうちどちらが無形資産の減価方法として
ふさわしいかを考察している。結論は、減価償却を費用化の中心に据え、従来の固定資産
と同様に、減価償却と減損を組み合わせた方法を取るべきとした。また、具体的な償却方
法、償却期間であるが、無形資産も有形資産とその実態は変わらないので、無形資産だか
らいって、特別な処理をする必要はなく、有形資産と同様に償却方法、償却期間を求める
べきと考えた。 
第 5 章では、第 4 章までの処理を、無形資産になりうる支出の具体例である、ブランド
支出、特にトヨタ自動車のレクサスブランド生成のための支出を例に、当てはめている。
その結果、第 4 章までの処理に一定の合理性があることが確認できた。また、第 6 章はま
とめと結論が述べられている。 
以上のように、当論文は構成されている。 
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第１章 研究の背景 
 
第 1 節 わが国における財務諸表の作成目的 
まず、はじめに、当論文の前提として、討議資料「財務会計の概念フレームワーク」（以
下、「ASBJ 討議資料」又は単に「討議資料」という）を参考にして、財務報告の目的を確
認することとする。斎藤（2010）p104 では次のように、財務報告の目的を解説している。 
討議資料では、財務報告の主な目的を投資家の意思決定に有用な情報を与えることと
考えている。企業経営者の持つ相対的に優位な情報を開示させることで投資家との間
の情報非対称性を緩和し、資本市場の正常な機能を確保するディスクロージャー制度
の一環ととらえられているのである。 
 
つまりは、財務報告の目的とは、自己の責任で将来を予測し投資の判断をする人々（投
資家）におけるその意思決定のために、有用な情報を開示することと言えるだろう。 
 それでは、この目的に達成するために、会計情報はどのような質的特性を備えていなけ
ればならないかが問題となるだろう。この点、斎藤（2010）p105 によれば、投資家の意
思決定有用性を決めるのは、なによりも関連性と信頼性とのバランスであるという。この
うち信頼性については、理解しやすいものであるとされている。これは、特定の利害関係
者に有利なバイアスをもたないという意味での中立性、測定結果のバラツキが小さいとい
う意味での検証可能性、同じ事実には同じ情報が対応するという意味での表現の忠実性な
どで、信頼性は容易に説明が可能だからである1。 
 一方、関連性については、斎藤（2010）p105 は次のように解説している。 
関連性の要件としてまず考えられるのは、情報価値の存在であるだろう。追加情報が
利用者の意思決定を変えるときの限界的なペイオフの増分をその情報の価値（粗価値）
とみて、その価値に照らし関連性をとらえるのが、おそらくもっともよい解釈だろう。
しかし、この方法では、これまで開示されていない情報の関連性を事前に確認するこ
とは困難である。結果として、情報価値だけでは、新たな情報の開示を求める会計基
準の開発に指針を与えられない可能性もある。そのため討議資料では、関連性の概念
に情報価値の存在という定量的な要件だけでなく、情報ニーズの充足という定性的な
要件を加えている。こうした定性的な判断は社会的な合意形成に時間を要するが、単
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に現行基準を説明するだけでなく将来の基準設定に指針を与えるという概念フレーム
ワークの役割を、それによって多尐でも補強しようとしているわけである。 
 
つまり、関連性の要件として、まず、「情報価値の存在」が挙げられ、それだけでは不
十分であるため、「情報ニーズの充足」も追加されるといったわけである。 
 また、財務報告の目的として、投資家の意思決定に有用な会計情報とあるが、投資家の
意思決定がどのようなものであり、そこで有用とされる情報はどのようなものかを考える
必要がある。この点、斎藤（2010）p106-107 では次のように解説している。 
 討議資料では、将来の不確実なキャッシュ・フローを期待して自己の資金をリスク
にさらす投資家が、投資機会の選択やその継続ないし清算にあたって、事前の期待を
事後の実績と比較しながらその後の将来に対する期待を見直していく過程に着目する。
投資家は自己の投資成果を予測するうえで、投資先企業による投資の成果を事前の期
待と比較するわけである。そこで使われる情報は、将来のキャッシュ・フローに対す
る事前の期待が、どこまで事実として実現したかを測ったものでなければならず、期
待と比較できないような実績を測っても期待の修正には役立たない。こうした投資家
の利用目的に応える実績情報は、なによりも企業投資の成果をキャッシュ・フローに
即してとらえた利益の額ということになろう。そこでは、投資の額と成果にあたる正
味のキャッシュ・フローとが１変数に集約されて、期間ごとの企業成果が測られる。
これが、恒久利益の推定に使われて，企業価値の評価に利用されるわけである。 
 
 つまり、投資家は意思決定のために、投資の額と成果にあたる正味のキャッシュ・フロ
ーで、期間ごとの企業成果を求め、それにより恒久利益の推定を行う。ならば、そこで有
用とされる情報は、投資の額とその成果にあたる情報である。そのため、期間ごとの投資
の成果を表す純利益が意思決定にとって有用といえる。そのため、財務報告の目的を達成
するためには、純利益情報の開示が重要なのである。 
 
第２節 無形資産の資産計上の必要性 
 前節で明らかにした通り、財務報告の目的を達成するには、純利益情報の開示が重要で
ある。純利益とは、期間中にリスクから解放された投資の成果を表すものであり、理想を
言えば、当期にリスクから解放された収益を過不足なく計上し、その収益獲得の犠牲とな
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った支出を過不足なく計上すべきといえる。現在のわが国の会計基準に鑑みると、無形資
産の処理にいくつかの問題があり得る。無形資産の典型例である研究開発に関する支出は、
全額発生時に費用処理されるので、研究成功によりリスクから解放され獲得された収益と
それの獲得に貢献した努力たる費用が期間対応しない可能性がある。また、ブランド生成
などに関する支出も原則として発生時に費用計上されるため、同じことが言える。必ずし
も収益とその獲得の犠牲となった支出が同一の期間に計上されているわけでない。これを
解決するために、無形資産になりうる支出を資産計上して費用配分し、無形資産になりう
る支出に関しても、収益と費用の対応関係を取ることが必要であると考えた。 
 一方、投資ストックの情報に関しても、研究開発支出を例に考えると、資産計上の要件
も満たしていて本来資産計上すべきであるものも即時費用認識されているのではないかと
考えられる。これは、無形資産になりうる支出全般に言え、ブランド資産に関する支出に
ついても同様である。つまり、無形資産になりうる支出は、本来、収益計上に対応させる
ため、資産計上し一定期間に費用按分するべきものもあり得るにもかかわらず、発生時に
費用処理されているものがある。そのため、それらを発生時に一括費用処理するのではな
く、資産計上し、各期に費用配分する会計処理を検討することが必要と考えた。 
 また、投資家の意思決定に有用であるためには、関連性と信頼性が必要で、このうち関
連性が認められるには、情報価値の存在と情報ニーズの充足が必要と考えられている。こ
の点、無形資産を生み出す支出の資産計上と費用配分によって、上記で指摘した通り、収
益と費用の対応関係が取れ、純利益の質が上がるのであれば、そこに、情報価値は存在す
るだろう。また、情報のニーズもあるといえる。例えば、経済産業省企業法制研究会（2001）
によれば、2001 年に実施したアンケート結果で、尐なくとも企業経営においてブランド価
値評価へのニーズまたは関心が高いことが判明している。そのように考えると、無形資産
を生み出す支出の資産計上は、情報価値の存在と情報ニーズの充足を満たしているといえ
る。 
以上のことから、無形資産を生み出す支出を資産計上し費用配分することが、必要であ
ると考え、それについて具体的に次章以降で検討してゆく。また、無形資産を生み出す支
出を資産計上する論拠は、無形資産の支出の一括費用償却から費用の期間配分への転換に
よる、純利益情報の改善であることを改めて確認しておく。 
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第３節 定義の確認 
本論文は、無形資産について考察しているが、「無形資産」という用語は使われ文脈に
よって、様々な意味で使用される。そこで、ここでは、本論文における用語の使い方を整
理したい。 
 
 
 
 
 
 
 
まず、上記の図より、支出が資産と費用になることが確認される。「無形資産」という
用語は、無形資産となりうる支出を指すことがある（つまり、支出を指す）。また、「無形
資産」という用語は、資産計上された資産である無形資産そのものを指す場合もある。そ
のために、議論が混乱することも多いように思える。そこで、当論文では、支出の意味の
無形資産には、「無形資産」という用語は使用せず、「無形資産になりうる支出」との用語
を使うこととする。また、資産の意味の無形資産には、「無形資産」との用語を使うことと
する2。 
 
 
                                                   
2 表題に関して言えば、この限りでない。 
支出 
資産 
費用 
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第２章 無形資産の資産計上への疑問と反論 
  
前章までの議論より、無形資産を資産計上し、各期に費用配分することの意味、その純
利益測定における有用性が考えられたが、現状では、研究開発支出や広告支出などの無形
資産になりうる支出は資産計上はなされず、発生時費用処理されている。そこで、第２章
では、なぜ無形資産になりうる支出が発生時費用処理されているのかを考察し、無形資産
を資産計上し、各期に費用配分することが有用であるのかを検討することとする。  
 
第１節  無形資産発生時費用処理の論拠 
 まず、無形資産になりうる支出の資産計上を行わず、発生時費用処理することの論拠に
ついていくつか整理する。 
 
第１項 収益獲得の不確実性の問題 
原価会計のもとでは、自己創設につながる無形資産の取得に要した支出額、すなわち無
形資産となる投資額の一部または全部を資産として繰り延べることにより、無形資産情報
の開示が可能となるとされていた。具体的に、研究開発支出の処理を例にとって見ると、
「研究開発費等に係る会計基準の設定に関する意見書」（以下「研究開発費意見書」）以前
は、研究開発支出は資産計上が認められていたと言うことができる3。企業会計原則は昭和
24 年に設定された当時から、将来の期間に影響する特定の費用4である試験研究費と開発
費を繰延資産として認識し、繰延資産について、償却額を控除した未償却残高を記載する
こととされていた。また、昭和 25 年に設定された財務諸表等規則でも、試験研究費と開
発費について、企業会計原則と同じ考えをとり、両者の資産性を認識していた。  
一方、商法では、旧商法が設定された当時から昭和 37 年の改正まで、試験研究費と開
発費の資産計上を認めていなかった。しかし、昭和 26 年に公表された｢商法と企業会計原
則との調整に関する意見書｣の第 10 条は商法上が試験研究費と開発費を新たな繰延資産と
して認めるべきであると提言した。そして、昭和 37 年４月に旧商法が改正され、繰延資
                                                   
3 昭和 24 年の企業会計原則、財務諸表等規則、旧商法では、研究開発費という用語は使われ
ておらず、試験研究費と開発費が使われていた。 
4 ｢将来の期間に影響する特定の費用｣とは、既に代価の支払が完了し又は支払義務が確定し、
これに対応する役務の提供を受けたにもかかわらず、その効果が将来に発現するものと期待さ
れる費用をいう(企業会計原則注解 12)。 
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産の拡張が行われ、｢商法と企業会計原則との調整に関する意見書｣の主張が全面的にとり
入れられることとなり、旧商法は第 266 条の 3 で試験研究費と開発費の資産性を認識する
こととなった。つまり、一度は、企業会計原則、財務諸表等規則および商法の 3 つで、試
験研究費と開発費を繰延資産として資産計上するとの認識が統一していたのである。  
しかし、その後、研究開発支出は、発生時に費用として処理されることが強制されて、
現在に至っている。その発生時費用処理の理由は、研究開発費意見書に次のように記され
ている。 
 研究開発費は、発生時には将来の収益を獲得できるか否か不明であり、また、研究開
発計画が進行し、将来の収益の獲得期待が高まったとしても、依然としてその獲得が
確実であるとはいえない。そのため、研究開発費を資産として貸借対照表に計上する
ことは適当でない。 
 仮に、一定の要件を満たすものについて資産計上を強制する処理を採用する場合には、
資産計上の要件を定める必要がある。しかし、実務上客観的に判断可能な要件を規定
することは困難であり、抽象的な要件のもとで資産計上を求めることとした場合、企
業間の比較可能性が損なわれるおそれがあると考えられる。 
 
また、米国基準でも、無形資産になりうる支出の資産計上の有用性の阻害要因として、
研究開発のもたらす将来便益の不確実性の高さが言及されている。それでは、将来、便益
の不確実性が高いという論拠は、どのように立証されているのだろうか。この点に関して、
伊藤（2006）p238 によれば、1974 年にアメリカの財務会計基準審議会（FASB）が、研
究開発支出をすべて発生時の費用で計上することを要求した FAS２号を設定時に、当時公
表されていた調査・研究結果に基づいて説明をしていると述べている。具体的には、そこ
では、新製品のアイデアの成功率はわずか 2％であるという調査結果や、新製品の 30％～
90％は失敗であるとするもの等が紹介されており、FASB は、それらを引用し、個々の研
究開発プロジェクトの将来便益は通常きわめて不確実性が高く、研究開発より先の段階に
進んだ後も依然として商品化の段階での失敗の確率が高いと結論付けたそうである。 
結局のところ、日本基準でも米国基準でも、研究開発支出がどれほどの収益獲得に貢献
するかについて明確でなく、それを算定しようとすると、主観的要素が多く含まれてしま
うから、資産計上はせずに全額発生時費用処理を強制しているわけである。つまりは、収
益獲得の蓋然性、不確実性の問題である。拡大して考えれば、収益獲得の蓋然性、不確実
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性の問題を論拠にして、無形資産になりうる支出の費用計上を否定できそうに思えるだろ
う。 
 
第２項 残余利益モデルによる問題提示 
そもそも、無形資産になりうる支出の資産計上と費用配分が投資家の意思決定に役に立た
ないとし、無形資産計上と費用配分が投資家の意思決定に有用である点を否定する主張も
ある。それを第 2 項、第 3 項で紹介してゆく。 
大日方（2012）p83 では、『企業評価の観点から発生ベースの利益情報に重要な役割を
与えたオルソンらの残余利益モデルでは、開発費を資産化するか費用化するかによって企
業価値（持分価値）には影響が生じない』という意見が紹介されている。単純化のため、
例えば、今年支出した開発費を直ちに費用として処理するか、資産として繰り延べたうえ
で翌年に全額を費用とするかの選択を例にとる。開発支出額を“Ｘ”、資本コストを“ｒ”
とすると、全額を費用化したときと比べてそれを資産化したときは、今年の利益が“＋Ｘ”、 
翌年の利益が“－Ｘ”となるが、同時に今年の株主資本も利益の留保によって“＋Ｘ”と
なるため、翌年の利益から引かれる資本コストは“rＸ”だけ増加する。結果として、翌年
の残余利益は“－Ｘ－ｒＸ”、つまり“（１十 r）Ｘ”だけ減尐する。持分価値への影響は，
この残余利益の減尐を資本コスト“r”で１年分だけ割り引いた“－(１＋ｒ)Ｘ／(１＋ｒ)
＝－Ｘ“だが、これが今年の利益（同時に残余利益でもある）の増分Ｘを相殺して持分価
値への影響をゼロにするというわけである。 
この結果から考えると、研究開発支出を資産計上し各期に費用配分しても、発生時に一
括して費用計上をしても、残余利益モデルによる持分価値への影響は皆無であるといえる。
したがって、研究開発支出の資産計上の持分価値への影響は皆無であるということは、無
形資産全体にも当てはまり、無形資産の計上と費用配分が投資家の意思決定に有用である
との主張も否定されることとなる。なお、この点については、第 2 節第 3 項にて、再検討
する。 
 
第３項 株式リターンによるによる問題提示 
また、大日方（2012）p84 によれば、開発支出の資産計上と投資家の意思決定の関係に
ついて、株式リターンの側から次のような説明も紹介されている。 
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 株式リターン＝当期純利益十（期末株主資本時価－期末株主資本簿価） 
                －（期首株主資本時価－期首株主資本簿価） 
 
 ここで、株式リターンは、当期純利益に株主資本の時価と簿価の差額の期中変動分を
加えたものとする（資本取引はないとする）。クリーン・サープラス関係のもとでは、当期
純利益が株主資本簿価の期中変動額に等しくなるので、 
（「期末株主資本簿価－期首株主資本簿価＝当期純利益」であるため） 
株式リターンは、株主資本の時価が期中に変動した額 
（期末株主資本時価－期首株主資本時価＝株式リターン）で決定されるということになる。
ならば、設備の取得原価を取得時に一括して費用処理しても、資産としたうえで減価償却
を通じて各期の費用に配分しても上述した企業価値や株式リターンの評価式では結果に影
響を与えないとも考えられる。なお、この点については、第 2 節第 4 項にて、再検討する。 
 
第２節 発生時費用計上の問題点 
第１節では、無形資産になりうる支出を発生時費用処理すべきとの論拠を挙げてきたが、
それらの紹介した論拠は様々な問題があると言える。第 2 節では、そのことについて述べ
たい。 
 
第１項 収益獲得の不確実性の問題 
無形資産になりうる支出を発生時に費用処理するべきという論拠は、将来獲得する収益
と結びつく蓋然性が認められない（将来便益の不確実性の高さ）ためであった。第 1 節第
１項では、無形資産のうち、研究開発支出に焦点を当てていたが、ここでも研究開発支出
に焦点を当てて、もう尐し考察を続けたい。 
しかし、研究開発のもたらす将来便益の不確実性の高さについては反対意見もあるよう
である。具体的に、FAS2 号設定時の反対意見を参照しよう。たとえば、伊藤（2008）p241
では、FAS2 号で研究開発の発生時費用処理の論拠について、次のような反論があると紹
介している。 
 アメリカの 1948 年～1957 年における化学業界の研究開発投資の収益率は 54％と
有形資産の投資収益率より高いこと、ポートフォリオレベルでの成功率は個々のプロ
ジェクトより高いこと等から、将来便益の不確実性について否定している。彼らはさ
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らに、FASB が費用と便益との間の因果関係の欠如を示唆する研究結果のみを論拠と
している点を批判している。また、研究開発と株価の間には強い相関があり、投資家
は研究開発費を資産計上したものとして予測を行っていることを示唆する研究結果を
紹介し、発生時に全額を費用処理する方法の有用性に疑問を呈している。 
 
さらに、伊藤（2008）p241 によれば、FAS2 号に関して数多くの実証研究が行われてき
たが、全額を即時に費用処理する方法の採用論拠と整合しないものも尐なくない。ならば、
研究開発のもたらす将来便益の不確実性が、必ずしも、無形資産になりうる支出の資産計
上の有用性の阻害要因として排除不能なものではないと言えるかもしれない。 
FASB や日本では、研究開発支出の全額を発生時費用処理することが求められているが、
国際会計基準（IFRS）における研究開発支出に関する会計処理は、1978 年公表の IAS9
号「研究開発活動の会計」から 2004 年に公表された改訂 IAS38 号「無形資産」まで４回
の変遷を経て、IAS9 号の段階から研究開発の将来便益の不確実性の程度に応じて、研究
局面と開発局面とに分け、処理も分けるスタンスをとっている。 
まず、IAS38 号 8 項によれば、研究とは、新しい科学的または技術的な知識と理解を得
る目的で、実施される独創的で計画的な調査をいうとされている。また、IAS38 号 56 項
では、研究活動の例として、以下のものを挙げている。 
 新たな知識の獲得を目的とする活動 
 研究成果または他の知識の応用の評価および最終的選択のための調査 
 材料、装置、製品、工程，システムやサービスに関する代替的手法の調査 
 新規または改良された材料、装置、製品、工程、システムまたはサービスに関する
有望な代替的手法等についての定式化,設計,評価および最終的選択 
IAS38 号 54 項では、研究による支出から生じた無形資産は認識せず、支出は発生時に
費用として認識することが求められる。これは、研究のもたらす将来便益の不確実性が高
いと判断しているためである。 
一方、IAS38 号 8 項によれば、開発とは、事業上の生産または使用の開始以前における、
新しいまたは大幅に改良された材料、装置、製品、工程、システムまたはサービスによる
生産のための計画または設計の研究成果または他の知識の応用をいうとされている。
IFRS38 号 59 項では、開発活動の例として，以下のものを挙げている。 
 生産または使用以前の試作品・模型に関する設計、建設およびテスト 
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 新規の技術を含む、工具、冶具、鋳型および金型の設計 
 事業上生産を行うには十分な採算性のない規模の実験工場の設計、建設および操業  
 新規のまたは改良された材料、装置、製品、工程、システムまたはサービスに関し
て選択した代替的手法等についての設計、建設およびテスト 
そして、IAS38 号 57 項において、開発による支出から生じた無形資産は、次の全てを
立証できる場合に認識が認められる。これは、開発が将来の経済的便益を創出する可能性
が高いと考えられているためである。 
 使用または売却できるように無形資産を完成させることの技術上の実行可能性  
 無形資産を完成させ、さらにそれを使用または売却するという意図 
 無形資産を使用または売却できる能力 
 無形資産が蓋然性の高い将来の経済的便益を創出する方法（特に、企業は無形資産に
よる産出物、無形資産自体の市場が存在すること、または、無形資産を内部で使用す
る予定である場合には無形資産が企業の事業に役立つことを立証しなければならない） 
 無形資産の開発を完成させ、さらにそれを使用または売却するために必要となる、適
切な技術上、財務上およびその他の資源の利用可能性 
 開発期間中の無形資産に起因する支出を、信頼性を持って測定できる能力 
研究開発支出の処理は、以上の通り、米国基準と国際会計基準との間に食い違いが見ら
れる。これは、研究開発のもたらす将来便益の不確実性の高さのとらえ方の違いによるも
のと思われる。さらに、将来便益の不確実性を否定する指摘もある。ならば、将来便益の
不確実性の捉え方次第で、研究開発支出を資産計上することも可能だということである。
研究開発支出に関する議論を無形資産になりうる支出に拡大するときは、将来便益の不確
実性のため資産計上は不能とするより、将来便益の不確実性の捉え方次第で、資産計上も
発生時費用処理も可能とした方が自然だろう。つまり、将来便益の不確実性を理由として、
無形資産になりうる支出の資産計上は否定できないといえる。 
無形資産になりうる支出はその性格から、全体的に収益との対応関係（将来便益の不確
実性）が不確実であり、そのため、多くの無形資産になりうる支出は、資産計上せず、発
生時費用処理をすべきともよく言われる。無形資産になりうる支出の中に、収益との対応
関係が不確実なものが多く含まれるのは事実だろう。しかし、それは無形資産に限った問
題でなく、有形資産として、資産計上されている支出の中にも収益との対応関係が不確実
なものが多く含まれるだろう。有形資産になりうる支出は資産計上されている。ならば、
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無形資産になりうる支出の蓋然性や不確実性の問題を理由にして、無形資産になりうる支
出の資産計上を否定はできないといえる。 
 
第２項 過去の研究によるアプローチ 
無形資産になりうる支出を資産計上した場合と発生時費用処理した場合では、資産計上
した方が投資家の意思決定にとって有用であるとのスタンスを貫いてきたが、ここでは、
過去の研究を参考にして、そのことを検証したいと思う。 
研究開発費の処理（発生時費用化か資産計上）と企業業績との関係性を調べるに当たっ
て、ここでは、FAS2 号の導入による、企業業績の影響を考察したいくつかの論文を参照
する。 
まず、過去の研究開発の有無が将来の企業業績に影響を与えるのかについて、伊藤（2008）
p317-322 によれば、過去の研究開発と将来の企業業績との関係性という問題について研究
がおこなわれているが、研究例は尐なく結論も明らかではないとしながらも、わずかに、
その関連性の可能性を支持する結果を報告して研究もあると紹介している5。また、関連す
る研究として、過去の研究開発が将来の投資に影響していることを報告している研究6を挙
げており、このことは過去の研究開発が将来の業績に影響を与えていることを示唆してい
るとしている。 
また、どちらの研究開発支出の処理（発生時費用化か資産計上）を取るかで、株主資本
時価、つまり投資家の意思決定に差異が生じるかについても、伊藤（2008）p317-322 で
は、 
 ＦＡＳ２号導入により、資産化から費用化へ変更した企業の利益情報の有用性が低下
したこと 
 ＦＡＳ２号導入以前に資産化を選択していた企業の利益情報の有用性は費用化を選択
していた企業のそれよりも高かったこと 
の２点を報告している論文を紹介している7。また、FAS2 号導入によって、研究開発支出
の重要性が高い企業において、会計情報による企業評価の誤差が拡大する傾向にあること8、
                                                   
5 Branch(1974) 
6 Boone and Raman(2000) 
7 Loudder and Behn（1995） 
8 Sougiannis and Yaekura（2001） 
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さらに、FAS2 号導入によって、同様な企業の株価に対するビッド・アスク・スプレッド9
が高い、すなわち情報の非対称性が大きいこと10を述べている。また、これらの結果は FAS2
号導入による即時費用化が会計情報の有用性に悪影響を与えていることを示唆していると
している。 
 一方で、研究開発支出を即時費用化することによって，会計情報の有用性が高まること
を示す研究は見あたらないとしている11。 
 以上のことから、研究開発支出の処理によって、投資家の意思決定に差異が生じるとい
え、しかも発生時費用化よりも資産計上の方が優れていると言える。そのため、開発支出
をその発生時費用化するか、資産計上するかは、各期末株主資本時価に影響しないとの仮
定には問題があるといえ、前節の指摘は否定される。研究開発支出の資産計上の投資家の
意思決定への有用性は発生時費用化のそれよりも大きいといえる。このことは、無形資産
全体についていえることと言えよう。 
 
第３項 残余利益モデルによる問題提示 
 第 1 節第 2 項の通り、残余利益モデルによると、無形資産の計上と費用配分が投資家の
意思決定に有用であるとの主張も否定されることとなる。しかし、斎藤（2010）によれば、
残余利益モデルというのは、基本的には配当割引モデルに、会計上の制約式であるクリー
ン・サープラス関係を代入して得られたものであり、将来の予想収入や支出について、こ
の会計上の制約を充たしている限り、過去の収入や支出に基づいて会計上でどのように資
産と利益を認識しても株主持分のファンダメンタル・バリューには影響しない仕組みにな
っている。分かりやすく言えば、残余利益モデルの性質上、計算期間全体を通じた費用の
総額が同じならば、その費用をどのように期間配分しようが、残余利益モデルで求められ
る企業価値は変化しないというわけである。そのため、残余利益モデルをこの議論で絶対
視するのはいささか疑問がある12。 
 そもそも、残余利益モデルとは、将来のインプット要素で企業価値を図ることを目指し
                                                   
9 証券取引による買い呼び値と売り呼び値の差  
10 Boone and Raman(2001a,b) 
11 わずかに、Johnson（1967）が即時費用化した場合の方が資産化ののち償却を行うよりも利
益と研究開発費がよりうまく期間対応する可能性を示しているが、サンプルはわずか１０社で
あり、しかも（収益ではなく）利益と研究開発費を期間対応させることがなぜ目的になるのか
が説明されていないため、この研究の価値はきわめて限られたものでしかないとしている  
12 斎藤（2010）p272-274 
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ている。それに対し、無形資産の計上と費用配分の問題は、過去の支出の配分を対象とし
た問題である。そもそも、議論をするフィールドが、残余利益モデルと無形資産の計上と
費用配分の問題では、異なるのである。そう考えれば、残余利益モデルをこの議論で持ち
出して、投資家の意思決定への影響を考えるのは無理があるように思える。よって、残余
利益モデルによって、無形資産になりうる支出の資産計上が否定されることはないと言え
る。これは、残余利益モデルのモデル自体に欠陥があるというわけでなく、この議論で残
余利益モデルを持ち出すことに問題があったと指摘している。 
 
第４項 株式リターンによるアプローチ 
第 1 節第 3 項の通り、株式リターンによるアプローチによると、株式リターンは、株主
資本の時価の期中変動額で決定され、無形資産になりうる支出を資産計上しようが、発生
時一括費用処理しようが、投資家の意思決定には関係しないといえる。 
しかし、そもそも、株主資本の時価の期中変動額は、企業が開示する純利益情報に大き
く依存する。そのため、純利益情報の質の向上のため、無形資産になりうる支出を資産計
上することは投資家の意思決定にとって、有用といえ、この主張は否定されることとなる。 
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第３章 無形資産の当初認識・測定 
 
 第3章では、無形資産の取得時の測定方法から、その定義、収益との対応についての考
え方など、無形資産になりうる支出を資産計上する際の基本的な考え方について、考察し
てゆく。 
 
第１節  無形資産の定義、その構成範囲 
本稿では、第１章および第 2 章において述べたように、無形資産になりうる支出を資産
計上することを検討する。初めに、具体的に何が無形資産になりうる支出に該当するのか
を考えてゆく。 
 そもそも、我が国の会計基準では、「営業権、特許権、地上権、商標権等は、無形固定
資産に属するものとする。」（企業会計原則 第三 4（一）B）とされているが、無形資産
についての一般的な定義は明示的には示されていない。また、IFRSでは、IAS38号におい
て、無形資産は、「物理的実体のない識別可能な非貨幣性資産」と定義されている。さら
に、IAS38号では、無形資産の定義を充足するために備えている必要がある要素として、（1）
識別可能性、（2）支配、（3）将来の経済的便益の３つを挙げている。それぞれの要素に
ついては、次のように説明されている。 
1. IAS38号12項において、「識別可能性」があるためには、(a)分離可能であること、又
は(b)契約又はその他の法的権利から生じるものであることが必要である。 
2. IAS38号13項において、「支配」は、対象となる資源から生ずる将来の経済的便益を
獲得する力を有し、かつそれらの便益を他者が利用することを制限できる状態を意味
する。 
3. IAS38号17項において、「将来の経済的便益」には、製品又はサービスの売上収益、
費用節減、あるいは企業による資産の使用によってもたらされる将来の利益が含まれ
る。 
 
このうち、識別可能性は、無形資産が、独立して識別可能な資産であり、のれんと区別
することを明確にするものである。会計処理等を考える上で、独立して識別可能であり、
その性格が明らかな無形資産と、企業結合時の取得原価のうち、識別可能資産及び負債に
配分した後の差額であるのれんとを区別することには意味があると考えられる。IAS38号で
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は、識別可能であるためには、「分離可能」であるか、契約又はその他の「法的権利から
生じる」ものであるかの、いずれかを満たすことを必要としている。 
この場合における「分離可能」は、IAS38号12項(a)において、取得した無形資産を、個
別に又は関連する契約や識別可能資産及び負債とともに、被取得企業から分離又は区別し
て、売却、譲渡、ライセンス化、賃貸又は交換等が可能な状態をいうとしている。また、
「法的権利から生じる」は、IAS38号12項(b)において、取得した無形資産が契約、法令又
は類似の手段によって法的に譲渡される権利から生じている状態をいう。 
また、米国会計基準におけるFASB－ASC のTopic805「企業結合」（当初、SFAS141号「企
業結合」として公表）でも、のれんと明確に区分されるための認識要件として同様の説明
がなされている。 
 当論文では、以上のIFRSの無形資産に定義を採用したいと考える。我が国における討議
資料概念フレームワークでは、資産は、「過去の取引または事象の結果として、報告主体
が支配している経済的資源」と定義していることから、IFRSの無形資産の定義と食い違う
ものではないだろう。また、IFRSでは、金融資産に該当するものを、明示的に無形資産の
定義から排除している。これは、無形資産として想定されているのは、いわゆる事業資産
であり、その使用又は消費によって得られる収益と対応して費用化されることが想定され
ているためである。他方、金融資産は、所有持分を表象するものや、価値の交換手段とし
て用いられる契約上の権利等である。そのため、金融資産は事業資産とは性格が異なるも
のであることから、無形資産の定義から明示的に排除しておくことが適切であると考えら
れる。以上のことから、無形資産は「識別可能な資産のうち物理的実体のないものであっ
て、金融資産でないもの」と定義できるのではないかと考える13。 
 したがって、当論文での無形資産には、研究開発支出、競争力の源泉となるブランドや
ノウハウ、顧客名簿などの取得、生成のための支出、特許権や事業権などの各種権利の取
得、生成のための支出、将来の会社への貢献を期待して支払った人件費などがあげられる。  
 最後に、参考資料として、FASBが例示列挙した無形資産を記載する。以下に示したもの
全てが当論文での無形資産に該当するわけでないが、無形資産についてのイメージを持つ
手がかりになるだろう。 
 
                                                   
13 企業会計基準委員会 「無形資産に関する論点の整理」 
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マーケティング関係の無形資産 
①トレードマーク（商標），トレードネーム（商号） 
②サービスマーク（役務標章），コレクティブマーク（団体標章），サーティフィケイシヨ
ンマーク（証明標章） 
③商品包装（独自の色，形またはパッケージデザイン） 
④新聞のマストヘッド 
⑤インターネット・ドメインネーム 
⑥競争制限協定 
顧客関係の無形資産 
①顧客リスト 
②受注残高または生産残高 
③顧客契約およびこれに関連する顧客関係 
④契約によらない顧客関係 
芸術関係の無形資産 
①演劇，オペラ，バレエ、書籍，雑誌，新聞その他に係る著作権 
②作曲，作詞，コマーシャルソングなどに係る音楽著作権 
③絵画，写真 
④動画，ミュージツクビデオ，テレビ番組をはじめとする映像および音響作品 
契約に基づく無形資産 
①ライセンス，ロイヤリティ，スタンドスティル契約 
②広告，請負建設，管理，役務提供または商品納入契約 
③リース契約 
④建設許認可 
⑤フランチャイズ契約 
⑥事業権および放映権 
⑦掘削，水資源，大気，鉱物資源，森林伐採および道路使用などに係る使用権* 
⑧抵当回収業務契約などの回収契約 
⑨雇用契約 
技術に基づく無形資産 
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①特許権を取得した技術 
②コンピュータ・ソフトウェアおよび半導体作製のための遮蔽板 
③特許権を取得していない技術 
④権原証明書類をはじめとするデータベーズ 
⑤秘密の製造工程，プロセス，レシピなどの取引上の秘密 
 
第２節 無形資産の評価アプローチ 
無形資産になりうる支出を何らかの基準で資産計上をするにあたり、評価が必要であるた
め、伊藤（2006）p294-296 を参考にして基本的な 3 つのアプローチを確認する。 
１つ目のコスト・アブローチは、無形資産を創造するうえで必要となる原価に注目する
アプローチである。２つ目のマーケット・アプローチは、当該無形資産の市場での取引価
額をベースにその価値を推定しようというアプローチである。3 つ目の利益アプローチは、
無形資産が将来に生み出す利益の現在価値に注目するアプローチである。 
当論文では、無形資産を資産計上する目的として、当期純利益の測定を挙げている。一
時費用計上されていた無形資産を一時、資産計上して、その後、費用と収益が期間対応を
取れるよう、その無形資産の帳簿価額を各期に期間配分することを想定している。ならば、
最適な無形資産取得時の評価方法は、マーケット・アプローチや利益アプローチではなく、
コスト・アプローチが最適といえる。 
 
第３節 無形資産の費用収益対応 
 無形資産を資産計上する主な理由に、無形資産の支出を期間配分することで、費用収益
対応を図ることをあげた。そこで、この節では、そもそも、費用収益対応とは何なのか、
無形資産の支出を期間配分させることは、投資家にとって有用な情報を提供に繋がるのか
について、考察してゆく。 
費用収益の対応とは、当期の成果である収益に、その収益を獲得するのに貢献した努力
である費用を対応させて、純成果として期間損益を計算すべきことを要請したものである。
費用収益対応概念が最も明白な形で表れているのは、損益計算書上の表示において、収益
と費用との対応表示が問題にされるケースである。売上高と売上原価は、一般に、両者の
関係は個別的対応などといわれ、個々の商製品やサービスを媒介にして、インプットとア
ウトプットという因果関係が推定される。売上高はまた、販売費および一般管理費とのあ
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いだに年度の営業活動を介して因果関係が推定され、売上高と販管費は期間的対応関係に
あるといわれる。他方、たとえば事業の売却などによる非継続的活動による損益や異常損
益などについては、期間の収益と費用との間に対応関係がないと一般に解されている14。 
大日方（2009）p83 によれば、収益と費用の対応についての基本的な事項が示されてい
る。 
第一に、対応とは、因果関係についての推論である。因果関係の有無は、それが経験
的に観察されるか否かではなく、その推論が広く共有されている理論的パラダイムに
てらして合理的、整合的であるか否かという観点から判断される。 
 
また、大日方（2009）p83-84 によれば、収益と費用の対応関係が会計上で重視される
のは、年度利益が特有の構造で計算されるからだとしている。さらに、次のように説明を
追加している。 
仮に、全ての取引から収益と費用が同時に、同一会計年度に計算され、会計期間ごと
に、取引ごとに利益が確定されたうえで、年度の利益がそれらの単純合計として算出
されるのであれば、わざわざ収益と費用の対応をいう必要はないという。対応関係が
問われるのは，１つの取引から収益しか生じなかったり、あるいは、費用しか生じな
かったりするからである。そのままでは、年度利益にただの差額としての意味しかあ
たえることができないと指摘されている。つまり、別々に集計された期間収益と期間
費用との差額として年度利益が計算されるとき、収益と費用の対応関係をあきらかに
することによって、年度利益に一定の経験的な意味をあたえようとするのである。  
 
個別の商製品やサービスの提供から営業収益が得られる場合には、費用収益対応につい
て大きな問題とはならないだろう。これについて、大日方（2009）p84 によれば、以下の
ように説明している。 
これは、すでに述べたとおり、個別の商製品やサービスの提供から営業収益が得られ
る場合、つまり、売上高と売上原価は、個々の商製品やサービスを媒介にして、イン
プットとアウトプットという因果関係が明確に推定されるためである。因果関係が明
確に推定されるとは、例えば、ある商品の売上高に対応する売上原価の金額が客観的
に測定可能であることを指している。このような因果関係が明確な取引については、
                                                   
14 大日方（2009）p83 
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わざわざ対応概念によって費用額を決めなくても、利益の固有の意味は保証されてい
るのである。 
 
 費用収益対応概念が使用される場合は、費用のみが生じるケースであろう。これについ
て、大日方（2009）p85 によれば、以下のように説明している。 
通常、財やサービスが消費された時点でその消費原価が費用に計上される。そこでの
事業活動が年度だけの収益獲得に役立っていると考えられるかぎり、その処理で特に
問題はない。しかし、その消費が、異なる期間で計上される収益の獲得に貢献してい
ると解される場合に、費用のほうを収益が計上される会計年度に配分する（期間帰属
させる）のが費用収益対応概念である。それによって、インプットとアウトプットと
が同一の時点に帰属させられ、利益に正味の成果（＝業績）としての意味があたえら
れる。財やサービスを消費した時点以降に費用を配分する場合には、貸借対照表上の
資産に繰延項目が計上され、逆に、財やサービスを消費する時点以前に費用を配分す
る場合には，負債に見越項目が計上される。 
 
 また、大日方（2009）ｐ85 では、費用収益対応概念によって会計処理が規定されてい
る典型例として、石油・ガス試掘費、研究費、設備の廃棄あるいは除却費用、製品保証費
用、直接販売費などの項目をあげている。これらの項目は、売上と売上原価の関係性ほど
の明確な因果関係は認められず、各収益に対応する費用の金額を即座に客観的に測定する
こととは難しいが、各費用がどの収益に対応しているかは理解できるものを指している。
しかし、具体的にどの範囲の費用項目が繰り延べや見越しの対象になるのかは、議論のあ
る所である。財やサービスの消費が、それと異なる時点の収益に対応しているという積極
的な関係が認められる場合もあれば、消費原価のすべてがその時点の収益に対応している
とはいえないというくらいの、消極的な関係しか認められない場合もあろう。いずれにし
ても、財やサービスの消費と収益の獲得との間の因果関係は推定されたものである。その
ため、収益と費用の対応関係をとることは、投資家の意思決定に有用であると言えるよう
である。 
さらに、収益と費用の間の因果関係を緩やかに理解すれば、各費用がどの収益に対応し
ているかもわからない場合に、具体的な収益の獲得と関係なしに、利益平準化のため、費
用を配分する場合もある。大日方（2009）ｐ86 では、こうした、いわばグレー・ゾーン
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に属するものとして、例えば、のれん、連結調整勘定、特許権などの知的財産権、自家建
設中の借入利息、広告宣伝費、リストラ費用、開業準備費用、長期契約の前払契約金、過
去勤務債務の償却、修繕費などの項目をあげている。さらに、建物などの有形固定資産も
ここに入るのではと考えられる。 
収益と費用の間の因果関係を緩やかに解することが、投資家の意思決定の有用性に繋が
るのかについて疑問があることは確かである。仮に、科学的で厳密な因果関係をもとめれ
ば、費用収益対応概念によって配分される費用項目の範囲は狭くなる。そして、一見、年々
の利益の意味がより明確になるように思える。しかし、むしろ、収益と対応しない費用項
目が多くなり、その結果、投資家の意思決定の有用性が下がるのではと考えられる。その
ため、収益と費用の間の因果関係を緩やかに解しても、収益と費用の対応を図ることが、
投資家の意思決定に有用であると言える。 
無形資産になりうる支出も、個別の商製品やサービスの提供から営業収益が得られる場
合から、費用収益対応概念によって会計処理が規定される場合、さらに、収益と費用の間
の因果関係の強さに至るまで、様々なケースが考えられる。ただ、いずれの場合も収益と
費用の対応を図ることが、投資家の意思決定に有用であると言える。これに関係して償却
期間、償却方法の検討は第 4 章第 4 項で行う。 
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第４章 無形資産の事後測定 
 
第 4 章では、無形資産になりうる支出を資産計上した後の処理について考察してゆく。 
 
第 1 節 無形資産の公正価値や使用価値による評価 
第 2 章第 2 節第 2 項にて、無形資産の資産計上の投資家の意思決定への有用性は発生時
費用化のそれよりも大きいと述べた。それを損益計算書面から説明すると、無形資産を資
産計上し収益獲得に合わせて各期に費用配分することで、収益と費用との対応関係をより
正確に表し、投資家の意思決定に役立つといったわけである。それを貸借対照表面から説
明すると、無形資産を資産計上すれば、毎期の貸借対照表において、無形資産についてど
れほど投資していたのかが記載されるのに対して、発生時費用処理をすると、注記で補わ
れているとしても、貸借対照表面には何も記載されない。そこで、当該企業の無形資産の
保有量が明確になり、同業他社との比較も容易になるだろう。そのため、その役立ちは、
直感的には損益計算書面の方が大きそうであるが、貸借対照表に記載される過去の無形資
産への投資額も投資家の意思決定へ役立つと考えられる。 
第 2 章第 2 節の考察通りに行けば、貸借対照表に記載される過去の無形資産への投資額
はコスト・アプローチによる方法、すなわち取得原価によって表される。しかし、投資家
の意思決定への役立ちを考えたとき、直感的には、マーケット・アプローチや利益アプロ
ーチによって、期末時点での公正価値や使用価値で無形資産を表示した方がいいのではな
いかとも考えられる。そこで、本節では、無形資産を公正価値や使用価値で評価すること
について検討をしたいと思う。 
まず、定義を明確にする。この論文での公正価値とは、IFRS13 号に挙げられている定
義を前提として、「測定日において市場参加者間で秩序ある取引が行われた場合に、資産の
売却によって受け取るであろう価格又は負債の移転のために支払うであろう価格」とする。
ここには、ＩＦＲＳ１３号で言うところの、公正価値を評価する技法のうち、レベル１だ
けでなく、レベル２やレベル３のインプットによる公正価値も含むと解する。また、その
公正価値はいわゆる狭義の意味の公正価値となるので、その中に使用価値は入らないとす
る。 
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第１項  無形資産の公正価値や使用価値による評価（貸借対照表面） 
大日方（2012）p77 によれば、「公正価値会計に基づく情報が投資意思決定にとって有用
となるのは、個々の資産の公正価値ないし使用価値の変動と、株主資本の価値変動とが直
結するようなケースに限られる」とされている。よって、現行の財務報告制度の下では、
基本的には取得原価主義に基づきながら、個々の資産負債の貸借対照表価額により高い有
用性をもたせるために、公正価値の変動が、株主資本の価値変動と結びつくような金融商
品に公正価値を適用している。 
 ひるがえって、自己創設無形資産の認識・測定に目を向けると、現行の財務報告制度の
下では、企業結合取引を含めて外部から取得された無形資産は、他の資産と同様に取得時
点の公正価値－つまり、取得原価－で計上される15。現行の財務報告制度の下では、投資
家の投資意思決定における情報の有用性を高めるために、企業の保有する資産および負債
を、どのような成果を期待して保有しているかという投資の目的に応じて測定方法を選
択・適用している。ならば、公正価値会計が有用な情報を提供できるのは、資金運用目的
で保有される金融資産のような、金融投資と呼ばれるものであろう。 
 それに対して、事業活動に投下され、それが生み出す財・サービスの生産・販売による
成果を通じて株主価値に寄与する事業投資は、公正価値が変動してもそれが株主価値の変
動にそのまま結びつくわけではない。したがって、事業投資の資産は公正価値で評価する
意味がないため、これらには原則として取得原価が適用される。 
 このようにみると、無形資産についても、公正価値または取得原価のいずれに基づく情
報が投資意思決定にとって有用性をもつかは，その投資目的に依存すると考えてよいであ
ろう。企業が無形資産に投資する目的は、多くが、その事業活動における財・サービスの
生産・販売に結びつけられていると考えられる16。そうであるならば、上記で検討したよ
うに，公正価値に基づく無形資産情報は投資意思決定にとって意味をもたないはずである。
しかし、そう単純に結論づけることができないまま、いまだ無形資産をめぐる議論が決着
をみないのである17。 
ここで、土地と比較して公正価値に基づく無形資産情報の有用性を考えてみよう。大日
方（2012）p79 によれば、「事業用に取得した土地はあくまでも使用するためのものである
                                                   
15 企業の内部で創設された、いわゆる自己創設無形資産は、そのほとんどが認識されていない。 
16 排出権など、無形資産でも金融投資に該当するものはあり得るが、ここでは事業投資の無形
資産を議論の対象とする 
17 大日方（2012）p78-79 
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から、土地の公正価値が上がっても、その企業の株主価値が高まる保証はない。そのため、
土地は原価評価をするべきで、公正価値評価はなじまないとされてきた。」とある。しかし、
一方で、土地のように原価評価がなじむことが明らかとされている土地においてにさえも、
公正価値に基づく資産情報は株主価値に影響を与える可能性があるとも考えられる。その
理由は、キャピタルゲインの獲得を目的とする金融投資でなくても、土地の公正価値は、
企業の将来の成果の変動につながるため、それらが株主価値の予測に役立つという見解が
考えられるからである。具体的に言えば、ある土地の近くに新しく駅が建設されたなら、
その土地の公正価値は上昇するだろう。仮にこの企業が小売業であるならば、その土地を
使って今までよりも、収益性の高い事業が行えるであろう。よって、土地の公正価値評価
額は株主価値の予測に役立つように思える。 
しかし、大日方（2012）p79 に以下のような指摘がある。 
土地の場合は、土地の上で付加価値の高い事業を展開しても低い事業を展開しても、
企業の成果に対する土地自体の貢献度はさほど変わらないはずである。もっとも、同
じ事業を展開しても立地や事業環境によって一般に成果は同じにならないが、その差
異は立地や事業環境を活かしたヒトの能力、すなわち、のれんや無形資産に起因する
ものであり、土地そのものの能力に差があるわけではない。いわゆる土地投機が企業
の投資目的でない限り、そのような情報が投資意思決定にとって意味があるとは考え
にくいという考えが有力である。 
 
この指摘は最もである。さらに、例えば新駅が建設され、ある土地の利便性が向上すれ
ば、土地の価額が上昇するだろう。また、人が多く集まるためその土地で行う小売業は繁
栄するかもしれない。しかし、小売業は土地の利便性が向上したから、繁栄したわけで、
土地の価額が上昇したから繁栄したわけではない。土地の価額上昇と小売業の繁栄、つま
り収益性の向上に因果関係はない。だから、土地に関して言えば、このため、土地に関し
て言えば、やはり、原価評価をするべきで、使用価値や公正価値評価はなじまないと考え
られる。 
他方で、無形資産に関して言えばどうであろうか。無形資産も、通常、使用するための
ものであり、キャピタルゲインの獲得を目的とする金融投資でない。よって、原価評価を
するべきで、使用価値や公正価値評価はなじまないと考えられる。 
しかし、無形資産は土地などの有形資産に比べて、公正価値や使用価値による評価の要
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請が強いように思える。そこで、無形資産を公正価値や使用価値による評価をする余地を
考えてみる。無形資産と土地との違いは、一見すると、無形資産は企業に固有の成果をも
たらす源泉である点だろう。そのため、競争優位の源泉たる無形資産が企業に固有の成果、
投資の意思決定に与える影響は重大なはずであると考えられる。ならば、公正価値や使用
価値に基づく無形資産情報は、投資意思決定にとって有用であると考えてもよさそうであ
る。しかし、無形資産が企業に固有の成果をもたらす源泉であるならば、土地などの有形
資産も企業に固有の成果をもたらす源泉であるので、この論理は破綻しているだろう。そ
もそも、無形資産は“見えにくい”だけで実質的には有形資産と酷似しているため、両社
の処理を分ける理由を探すこと自体に無理がありそうである。また、無形資産を公正価値
や使用価値で評価すると仮定すれば18、レベル 2、3 を使用した場合の公正価値の客観性の
問題もある。さらに、使用価値で評価した場合には、自己創設のれんの計上につながるの
ではないかとの指摘もある。 
 
第２項  自己創設のれん 
第１項において、使用価値で評価した場合には、自己創設のれんの計上につながるので
はないかとの指摘があった。そのため、当項では自己創設のれんについて考察し、使用価
値の評価が自己創設のれんの計上につながるかについて検討する。 
自己創設のれんは，企業価値と企業が保有する個別資産の価値合計との差分であり、基
本的には投資家が評価する企業価値の一部である。自己創設のれんの定義については、さ
まざまな議論が存在しており、何通りもの解釈が考えられるが、たとえば、ASBJ 討議資料 
項では、営業上の固有のメリット等を考慮して報告主体が主観的に期待した将来キャッシ
ュ・フローの割引現在価値（資産の利用価値）と、流通市場で成立している当該資産の市
場価格との差額とされている。市場価格は、資産市場における参加者の平均的な期待が反
映された裁定価格であることから，それと利用価値との差は超過収益力を意味している19。 
 この自己創設のれんは、現行の企業会計制度においては、財務報告の対象に含まれるべ
きではないとされている。たとえば、ASBJ 討議資料では、投資家の自己責任や、経営者と
投資家の役割分担といった観点からその理由が説明されており、自己創設のれんの認識は、
                                                   
18 本論文は、無形資産は公正価値、使用価値評価をすべきでないとの立場を原則的にとってい
る。あくまでも、仮定の話である。 
19 大日方（2012）p80 
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経営者による企業価値の自己評価や自己申告を意味するため、構成要素の定義は充足する
ものの、財務報告の目的の観点から、財務報告の対象から除かれている。 
 しかし、最近では，自己創設のれんの計上を規定するような会計基準も見られるように
なってきている。そうした会計基準には、たとえば、合併のれんの非償却・減損処理（FAS142
号、IFRS3 号）や全部のれんの認識（FAS141 号、FAS160 号、IFRS3 号）、コア預金無形資産
の認識、仕掛研究開発費の処理（企業会計基準第 21 号、23 号）などが挙げられる。しか
し、そもそも、のれんの非償却・減損処理は、自己創設のれんでないとする見解もあるし、
仕掛研究開発費の処理などは、例外的な処理であると言えよう。 
 しかし、自己創設のれんの計上を認めてしまうと、企業は投資家の意思決定に役立つ情
報を提供するだけでなく、みずから自己の評価をすることをみとめることになり、これは
会計の考えの根幹を揺るがすこととなるため、自己創設のれんの計上は許されないとの見
解もあるだろう。この理由は、自己創設のれんを含めた企業価値の開示は、企業の内部情
報を持つとともに、情報操作の誘因を待った経営者が、自社の「本当の価値」についての
判断を情報务位にある投資家に開示することが、公的な財務報告制度のあり方として社会
的にフェアかどうかは疑問だからである。このことを、大日方（2012）p81 では、以下の
ように詳しく説明している。 
株式市場を通じた直接金融が広く企業経営に浸透すると、株主資本の価値は産業設備
などの生産費ではなく企業の予想収益力に基づいて形成されるようになるが、そのよ
うな収益力を基礎とした株主価値の核心にあるのはまさにのれんであるという。しか
し、外部の投資家が推測する予想収益力と経営者だけが把握しうる実際の収益力とは
著しく乖離する可能性があり、このような格差は経営者に利益をもたらす可能性があ
る。すなわち、決定的な時期に巧みに発表される部分的な情報や誤報は、この種の有
利な一時的な格差をつくりだし、かくして、経営者をして、自己に有利になるように、
その会社の証券を売買することを可能ならしめるのに大きな働きをするであろうと指
摘している。 
 
つまり、外部の投資家が推測する予想収益力は、経営者が開示する情報に依存する。そ
こで、自己創設のれんの開示を認めれば、経営者が開示情報を通して、外部の投資家が推
測する予想収益力に影響を与えることが可能になる。ならば、経営者は、不当に外部の投
資家が推測する予想収益力を操作し、自己の利益を獲得することもできる。よって、今日
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ではインサイダー取引については厳しく規制されているものの、自己創設のれんの開示は、
社会的にフェアかどうかは疑問だろう。 
現に、大日方（2012）p82 によれば、「19 世紀末から 20 世紀初頭にアメリカの企業合同
でみられた資本の水増しは、合同による収益力の大幅な向上を予想してのことであったが、
実際には経営者が予想したとおりの収益を上げることができず、投資家に損失を与える結
果となったといわれている。」との指摘がある。企業の予想収益力、言い換えれば自己創設
のれんの価値は、経営者がその優位な立場を利用して開示すべきものではなく、基本的に
は資本市場における投資家の評価に委ねられるべきものであるので、自己創設のれんの計
上は許されないといえる。 
ならば、ここで、問題となるのは無形資産の使用価値での評価が、自己創設のれんに
あたるのかについてである。そもそも、使用価値での評価とは、資産又は資金生成単位か
ら生じると見込まれる将来キャッシュ・フローの現在価値をいい（IAS36 号 6 項）、原則
として、当該資産の現状における最善の使用について、企業自身の見方に従って算定した
企業固有の測定値であり（IAS36 号 BCZ54 項）、企業固有のシナジー効果等を含んだ価
値として見積られる20。ここから考えると、無形資産の使用価値での評価は、自己創設の
れん計上にあたるだろう。よって、仮に無形資産を公正価値や使用価値にとる評価をする
場合は、公正価値を使用することになるだろう。 
 
第３項 無形資産の公正価値評価（損益計算書面） 
 貸借対照表面から考えたとき、無形資産の公正価値評価は、投資家の意思決定にとっ
て有効であると考えたため、本項では、無形資産の公正価値評価の損益計算書面への影響
について考察したい。 
無形資産の公正価値評価は、無形資産を各期末において、公正価値で評価し直し、その
差額をその時点の収益として認識することとなる。これは、IASB・FASB 収益認識プロジ
ェクトで検討された、公正価値モデル21に酷似している。そのため、ここでは、公正価値
モデルについて検討することとする。 
IASB・FASB 収益認識プロジェクトは 2002 年に IASB と FASB による共同プロジェク
トとして開始され、当初は、理論的に優れたものとして、資産負債を公正価値で測定した
                                                   
20 あずさ監査法人（2012） 
21 測定モデル、現在出口価値モデル等、プロジェクトの中で様々な呼び名が用いられている。 
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結果として収益を認識・測定するモデルの構築が目指された。次いで、対象となる資産負
債については、顧客との双務契約に着目することとされ、顧客に対する財・サービスの提
供義務と、その見返りとしての対価請求権を基礎としこれらの権利義務を公正価値で測定
するモデル（公正価値モデル）が検討された22。公正価値自体の曖昧さについてはとりあ
えず不問に付したまま、それによって契約上の権利義務を測定した結果として収益を導く
ことで、実現・稼得のような抽象的な概念による判断を回避し、恣意的な判断が介入する
余地を排除したより客観的な収益認識を目指そうと試みたものと考えられる23。 
しかし、公正価値モデルの提案に関しては，大きな問題があるとされている。IASB・
FASB 収益認識プロジェクトは、提供される収益情報の性格自体の変更の意図については
何ら明示しないままに，現行基準の改善提案として議論されており、そうである以上は、
提供される収益情報の性格自体を抜本的に変更してしまうようなことは本来許されないは
ずである。しかし、公正価値モデルの提案は、現行基準におけるのと同じ、「収益」という
言葉を用いながらも、単にその認識判断における曖昧さを低減させる可能性を追求するに
とどまらず、認識される収益自体の性格を一変させてしまうような提案であるとされてい
る24。 
つまり、公正価値モデルは、実績の成果情報の提供を廃止して、これを顧客との契約の
公正価値の見積り情報に差し替えることを意図しているとされる。つまり、自らの履行を
予定している契約上の義務について、測定時点で第三者に譲渡してしまうという現実とは
異なる架空の仮定計算を求めることになってしまう。さらに、経営者自身が、測定時点に
おける契約の公正価値を見積もることになるので，結果として契約の価値に対する経営者
の自己評価を伝えることになってしまうのではないかと指摘され、それは財務報告をめぐ
る企業（経営者）と財務情報の利用者（投資家）との間の基本的な役割分担、に反するの
ではないかと指摘された。結果的に、特に、FASB 側のメンバーの中に、契約時点での履
行を伴わない収益認識に違和感を持つ者が多かったことから、結果的には、この試みは頓
挫することとなった25。 
                                                   
22 当初測定時点での対価請求権の公正価値から、契約上の義務の公正価値（すなわち，測定時
点で当該契約上の義務を第三者に引き受けてもらうと仮定した場合に、当該第三者に支払うべ
き金額）を差し引いたもの。さらに，その後の測定においては、契約の公正価値の見積りのア
ップデートが行われ，見積りの変更差額はその時点の収益として認識されることになる。  
23 大日方（2012）p144 
24 大日方（2012）p145 
25 大日方（2012）p146 
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経営者は実績の成果情報を開示して、それを利用して投資家は意思決定を行うという
前提のもとに、現在の会計は立っており、当論文もその立場を前提としている。当論文は
その枠組みの中で、より投資家の意思決定に役立つよう、無形資産情報の開示の変更を検
討している。その中でも、損益計算書面での、利益情報は、将来のキャッシュ・フロー予
測に極めて有用であるとし、これを重視している。しかし、公正価値モデル的なアプロー
チを取れば、利益情報の意味が大きく変質してしまい、その変質した利益情報は単なる見
積もり値でしかなくなり、将来のキャッシュ・フロー予測に有用であるとはもはや言えな
くなる。よって、公正価値モデル的なアプローチ、つまり、無形資産の公正価値評価を損
益計算書面に影響させるべきではないと結論付けられる。 
 
第４項 無形資産の公正価値評価の適用 
貸借対照表面から考えても、損益計算書面から考えても、無形資産を公正価値評価する
ことは有用でないと考えられる。そこで、原則、無形資産は公正価値評価しないとの結論
になる。 
ただ参考として、無形資産の公正価値評価方法をまとめる。損益計算書面の重要性を考
慮すれば、無形資産の公正価値評価を損益計算書に影響させることは不可能である。ただ、
貸借対照表に影響させる程度ならば許容できるだろう。処理方法は、無形資産の取得時に、
取得原価で測定し、毎期公正価値で評価し、その評価差額はその他の包括利益として処理
し、貸借対照表では、その他の包括利益累計額に記載することが適当と考える。この方法
ならば、無形資産の公正価値評価を貸借対照表面のみに反映できる。 
 
第２節 無形資産の費用化方法 
第2節では、無形資産の費用化方法としては、どの方法が適当か検討する。具体的には、
資産の費用化方法として、減価償却による方法と減損による方法の２つが想定される。こ
の節では、資産の2つある費用化方法のうちどちらが無形資産の減価方法としてふさわし
いかを考察してゆきたい。 
 
第１項 固定資産の減価償却と減損 
上記の考察をする前提として、まず、固定資産の減価償却と減損のそれぞれの性格をあ
きらかにする必要がある。 
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始めに、固定資産を減価償却のみにより費用化する場合を考える。減価償却とは、有形
固定資産が減価する各会計期間に、あらかじめ定められた方法に基づいて、計画的・規則
的に配分するとともに、資産総額を減尐させてゆく会計手続であるといえる。つまり、梅
原（2000）p39-43 を参考にすると、減価償却は、固定資産を使用し、獲得した収益に対応
する費用を求めるための会計手続であり、あくまでも、有形固定資産の原価を、当該固定
資産の見積耐用年数にわたって規則的かつ合理的な方法により配分することを目的とする
会計手続であると言える。いわば、それは、配分の過程であり、評価の過程ではないとい
える。その減価償却後の帳簿価額それ自体に何らかの意味を見出すことは難しく、それは
回収可能価額と大きく乖離するものとなる場合も多くある。また、各期の減価償却額も、
当該固定資産使用開始後の環境の変化には影響されず、毎期規則的に発生することから、
各期の減価償却額は、毎期の収益獲得に係る犠牲を正しく表しているかは疑問であるとも
考えられる。 
次に、固定資産を減損のみにより減価する場合を考える。減損は、将来に期待されるキ
ャッシュ・フローが減尐し、簿価の回収が不可能となった時、収益を生み出さない過大な
簿価が繰り越され、損失が繰り延べられることがないよう、簿価を回収可能価額まで切り
下げる会計手続であるといえる。つまり、梅原（2000）p39-43 を参考にすると、減損は損
失の繰り延べを防ぐために簿価を回収可能価額まで切り下げる処理であり、回収可能価額
を超える簿価を切り捨てることに焦点があてられる。そのため、それは，評価の過程であ
り，配分の過程ではないといえる。そのため、減価償却後の価格にも一定の意味が認めら
れ、それは回収可能価額となる。 
以上のことから、一見すると減損による費用化の方が優れているようにも見受けられる。
しかし、この論文では、無形資産を資産計上する目的として、当期純利益の測定を挙げて
いる。費用計上されていた無形資産を資産計上して、その後、費用と収益が期間対応を図
れるよう、その無形資産の帳簿価額を各期に期間配分することを想定しているのである。
このことを考慮すると減価償却によるべきといえる。 
なぜなら、減価償却は配分の過程であるのに対し、減損は評価の過程であるといえる。
当論文の目的を鑑みると、配分の過程の方が適すると言えそうだ。 
ただし、固定資産を減価償却のみにより費用化する方法によると、回収可能価額と帳簿
価額が大きく乖離する可能性がある。これを回避するために、減価償却のみにより減価す
る方法を原則としながら、一部減損による減価を取り入れる方法が現行制度上、広く使わ
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れている。 
 
第２項 無形資産の減価償却と減損 
 固定資産の場合は、一般に減価償却を中心とする減価する方法が適切であるとした。し
かし、無形資産と比較的近い性質を持つと考えられる、のれんの場合は減損が中心に据え
られている基準も多くある。そこで、のれんにおいて減価償却より、減損による費用化を
する論拠をいくつかここで整理する。 
 のれんを一般の固定資産と同様に減価償却することについて以下の問題点が指摘されて
いる26。 
 
①  のれんの価値は、無限であり，時の経過によって減尐しない。のれんは長期にわ
たって維持されているので、償却は不適切である。償却の目的はサービス･ポテンシ
ャルの消費を反映することであるが、のれんの価値が減尐しない以上、消費もされ
ないのである。ブランドなどは 150 年間増加している。意味ある有効期間を決める
ことは不可能である。 
この指摘は、無形資産にもあてはまるように思える。無形資産の中にもその価値が、無
限であり、時の経過によって減尐せず、長期にわたって維持されているもの尐なくないよ
うに思える。さらに、価値が減尐しない以上、消費もされず、意味ある有効期間を決める
ことは不可能であることも納得できるように思える。 
 
②  企業は、のれんの価値を維持するための支出を行っており、それは費用として認識
される。のれんの価値が減尐していなければ、結果として、償却と維持費用が二重計
上となるであろう。これは下記の⑤に対する反論として挙げられる論拠である。 
確かに、無形資産の場合に当てはめてみても、減価をしていないのは、別の支出による
ものだからといって、その分の無形資産を減価すれば、償却と維持費用が二重計上となる
ことになるだろう。しかし、当初計上したのれんが減価をして、それを修繕したと考えれ
ば27、償却と維持費用が二重計上されるのは当然のことと考えられる。 
 
                                                   
26 梅原（2000）p71 
27 収益的支出を前提とする 
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③  のれんの償却は恣意的な基準でしか決定できないものであるので，減損テストを採
用すべきである。減損は、費消をよく反映し、のれんの価値が維持されているかどう
かの目的適合的な情報となる。 
償却の基準に、恣意的な要素があるのは、事実である。しかし、だからといって減損が
恣意的な要素が全くないと言い切れないことにも留意すべきである。 
 
一方、のれんを一般の固定資産と同様に減価償却すべきとも言うことができる。 
④  たとえ長期にわたるにしても，（投資以外の）すべての資産は規則的に配分しなけ
ればならない。のれんから生じる経済的便益は消費されている。確かに，のれんの有
効期間は物理的に制約されていないが、無限という期間はありえない。 
この指摘は、①の指摘に対する反論である。確かに、償却期間が無限のものは存在しな
いことには、納得できるが、無限に近い償却期間を持つ資産があることは事実である。無
限に近い償却期間を持つ資産の償却期間を具体的に算出することは困難であるだろうから、
実質的に償却期間が無限であることが予想される。 
 
⑤  のれんの価値が時の経過により減尐しない場合、それは当初取得したサービス･ポ
テンシャルが、事後的な支出により継続的に強化されるからである。その時、のれん
を減価しなければ、結果的に事後的な支出を自己創設のれんとして計上することとな
る。 
のれんの価値が実質的に減価していない場合は、企業の追加的な支出によって、その価
値が維持されたに過ぎないので、実質的には、当初ののれんは減価しているという論拠で
ある。これは、無形資産にも共通する論拠であろう。 
 
⑥  減損テストは，原価配分というよりも，価値評価の概念である。減損テストの目的
は、使用するか売却するかによって，当該資産の繰越価額が回収できることを確認す
るものである。それは資産から生じる経済的便益の消費を反映するものではない。 
これは、本節１項で示した論拠である。無形資産にも共通する論拠であろう。 
 
 以上の議論の中でここでは、③について、詳しく考えたい。まず、のれんや無形資産で
は、建物や機械などに比べて、償却の基準が作成しにくいことは事実であろう。これは、
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建物や機械は直接どの収益に対応しているかが、認識しやすいのに対して、のれんや無形
資産は、複数の事業の収益獲得に同時に貢献することも尐なくないため、直接どの収益に
対応しているかが、認識しにくいと言える。ここで、のれんや無形資産の減損の額が、収
益獲得の犠牲となった支出を表せるならば、のれんや無形資産を減損による費用化を行う
ことが最適であると言えるかもしれない。 
 大日方（2012）p53 にて、のれんの減損の方法について、次のように記されている。 
のれんの減損テストにおいては、資金生成単位の使用価値からのれん以外の資産等に
帰属する額を差し引くことで、差額としてのれんを計算するという特徴がある。これ
は、のれんを直接的に測定できないからである。減損テストにより、企業結合時と同
じ公正価値額かそれ以上ののれんの価値が維持されているかを確認できる。減損テス
トで確認する対象ののれんの価値は、企業結合時に外部から取得したのれんの価値で
はなく、時の経過を経て中身が徐々に変質する、その時々ののれんの価値である。取
得したのれんそのものの価値が維持されているかどうかは確認できない。中身が取得
時から変わらなければのれんの減損額を直接把握できるだろうが、中身の変質を許せ
ば、その減損額は、もはや当初ののれんの減価の額を表すものではないだろう。 
 
つまり、のれんの減損額から収益獲得の犠牲となった支出を算定することは困難である
と言える。 
 では、無形資産の場合はどうなのかが問題となる。無形資産は、のれんと異なり、直接
使用価値を測定することが可能である。しかし、のれんと同様に、減損テストで確認する
対象の無形資産の価値は、時の経過を経て中身が徐々に変質する、その時々の無形資産の
価値であると言える。これは、無形資産に対し、取得後に、追加の投資が行われたとして
も、そのことを認識できないケースが尐なくないと考えられるからである。よって、取得
した無形資産そのものの価値が維持されているかどうかは確認できないと言える。よって、
無形資産の場合も、減損額から収益獲得の犠牲となった支出を算定することは困難である
と言える。 
以上のことから、無形資産の場合にも、減損は、無形資産を各期に費用配分する方法と
して、適切でないと結論付けられる。よって、無形資産の費用配分の方法は減価償却を第
一に考えるべきといえる。 
また、価値が時の経過により減価しない無形資産の処理が問題となる。確かに、価値の
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減価が見られない以上、その無形資産を償却すべきでないと言える。これは、無形資産の
費用配分の方法を減価償却によるとしても、償却期間を無限としたりすることで十分対応
可能である。しかし、無形資産の価値が時の経過により減尐しない場合でも、それは当初
取得したサービス･ポテンシャルが、事後的な支出により継続的に強化されるからであり、
当初認識した無形資産の価値は、減価していると考えられる。そのため、価値が時の経過
により減価しない無形資産は実際には存在しないと考える。よって、全ての無形資産が毎
期減価償却により費用化できる。 
 ここまでの議論から、無形資産の費用配分の方法は減価償却を中心とすべきと結論付け
た。しかし、その枠組みの中で、減損が無用とは言い切れない。減価償却のみにより費用
化する方法によると、その収益性が当初の予想よりも低下し、回収可能価額と帳簿価額が
大きく乖離することがある。その場合は、資産の回収可能性を帳簿価額に反映させなけれ
ばならない。そこで、減損を用いて、一定の条件の下で回収可能性を反映させるように、
帳簿価額を減額する。つまり、無形資産も従来の固定資産と同様に、減価償却と減損を組
み合わせた方法を取るべきといえる。 
 
第３項 償却方法 
また、無形資産を減価償却によって費用配分を行うとして、償却期間、償却方法、残存
価額をどうするかが問題となる。 
まずは、日本の減価償却から見てゆく。ここでは、企業会計基準委員会「無形資産に関
する論点の整理」を参考、引用して論を進めるものとする。わが国では、無形資産につい
ての会計基準が存在せず、それゆえ、無形資産の償却期間、償却方法、残存価額について
の基準も存在しないため、ここでは、固定資産の減価償却の考え方、無形資産に近い性質
をもつソフトウェアの償却について確認してゆく。 
わが国では、減価償却は固定資産の適正な原価配分により損益計算を行うことが主な目
的であるため、合理的に決定された一定の方式に従い、毎期計画的、規則的に実施されな
ければならないとされている。そこで、減価償却を実施するにあたっては、取得原価、償
却期間、償却方法及び残存価額を特定する必要がある。固定資産の減価償却の方法として
は、定額法、定率法、級数法、生産高比例法が挙げられている（企業会計原則注解）。耐用
年数は、当該資産について経済的に使用可能と予測される年数であり、また、残存価額は、
固定資産の耐用年数到来時において予想される当該資産の売却価格又は利用価格から解体、
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撤去、処分等の費用を控除した金額である28。耐用年数、残存価額とも、各企業が当該資
産の特殊的条件を考慮して合理的に見積りを行うべきものであるとされている（日本公認
会計士協会監査・保証実務委員会報告第 81 号「減価償却に関する当面の監査上の取扱い」）。
また、ソフトウェアの償却については、当該ソフトウェアの性格に応じて、見込販売数量
に基づく償却方法その他合理的な方法により償却しなければならないとされるが（研究開
発費等会計基準 四 5）、自社利用のソフトウェアについては、一般的には、定額法による
償却が合理的であるとされている（会計制度委員会報告第 12 号第 21 項）29。 
次に、IFRS の考え方を見てゆく。IFRS では、IAS38 号 88 項において、無形資産の耐
用年数が確定できるか又は確定できないかを査定するとされている。そして、耐用年数が
確定できない無形資産は減価償却を行わず、その代わり、毎年１回、減損の兆候がある場
合はその都度、減損テストが行われる。また、IAS38 号 90 項において、耐用年数を決定
するにあたっては、耐用年数を判断するために、考慮すべき要因が次のように詳細に列挙
されている。 
(1) 企業が予定する使用方法、及び他の管理者チームによる資産の有効な運営の可能性  
(2) その資産の典型的な製品ライフサイクル、及び同様の用途に供される同様の資産の耐
用年数の見積りに関し公表されている情報 
(3) 技術上、技術工学上、商業上又はその他の要因による陳腐化 
(4) 資産が操業されている産業の安定性、及び資産から産出される製品又はサービスに対
する市場の需要の変化 
(5) 競争相手又は潜在的な競争相手の予想される行動 
(6) 資産からの期待される将来の経済的便益を入手するために必要となる維持支出の水準、
及びその水準を達成するために必要な企業の能力及び意図 
(7) 資産を支配する期間、及び関係するリース契約の終了期限のような、資産の使用に関
する法的又は同様の制限 
(8) 当該資産の耐用年数が、企業の他の資産の耐用年数に依存するか否か 
耐用年数を確定できる無形資産の償却可能価額は、当該資産の耐用年数にわたり規則的
に配分しなければならず、償却は、当該資産が使用可能となった時点に開始しなければな
らないとされている。また、適用する償却方法は、資産の将来の経済的便益について、企
                                                   
28 企業会計基準委員会 「無形資産に関する論点の整理」 
29 企業会計基準委員会 「無形資産に関する論点の整理」 
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業が消費すると予想されるパターンを反映しなければならないとされている。具体的には、
定額法、定率法及び生産高比例法を含むさまざまな償却方法を使用することができるが、
当該パターンについて信頼性をもって決定できない場合には、定額法を採用しなければな
らないとされている。さらには、IAS38 号 102 項において、残存価額の見積りは、処分に
より回収可能な価額を基礎として行うものとされている。なお、耐用年数終了時点におい
て、当該資産を第三者が購入する約定がある場合などを除き、ゼロと推定しなければなら
ないとされている。 
 最後に、米国会計基準の考え方を見てゆく。米国会計基準では、FASB-ASC Topic   
において、法律上、規制上、契約上、競争上などの要因で、利用期間が不明確な無形資産
は、減価償却を行わず、その代わり、毎年１回又は減損の兆候がある場合はその都度、減
損テストが行われる。また、FASB-ASC Topic350 において、無形資産の耐用年数は、当
該資産が企業の将来のキャッシュ・フローに直接又は間接に貢献すると予測される期間と
され、その見積りは、以下のすべての関連する要因を基礎にしなければならないとされて
いる。 
(1) 企業による当該資産の予測使用期間 
(2) 当該無形資産の耐用年数が関連するであろう他の資産又は資産グループの予測耐用年
数 
(3) 耐用年数を制限するであろう法的、規制的又は契約上の規定（枯渇するものの採掘権
等） 
(4)（更新又は延長されることを支持する証拠があり、かつ更新又は延長が現存する条件及
び状況の重要な変更なしに達成される限り）大きな費用なしに当該資産の法的又は契約
上の使用可能年数の更新又は延長を可能にする法的、規制的又は契約上の規定  
(5)（その産業の安定性、周知の技術的進歩、規制環境の不確実性又は変化をもたらす法的
行動、及び配給経路の予測される変更などのような）陳腐化、需要、競争及び他の経済
的要因の影響 
(6) 資産から期待される将来のキャッシュ・フローを入手するために必要となる維持支出
の水準（例えば、当該資産の帳簿価額に対して必要となる維持費の水準が重要である場
合、その資産の耐用年数は非常に制限されたものとなるであろう。 
FASB-ASC Topic において、耐用年数が確定できないと決定されない限り、認識した無
形資産は、耐用年数にわたって償却を行わなければならず、無形資産が有限の耐用年数を
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有するが、当該年数の正確な長さがわからない場合には、当該無形資産は、その耐用年数
の最善の見積期間にわたって償却を行わなければならないとされている。また、償却方法
には、無形資産の経済的便益を消費し又は使い果たす傾向を反映させなければならず、信
頼性をもってその傾向を決定できない場合には、定額法を使用しなければならないとされ
ている。さらには、償却を行うべき無形資産の金額は、当該資産に当初割り当てた金額か
ら、残存価額があればそれを控除した金額としなければならないとされている。なお、一
定の条件を満たさない限り、当該資産の残存価額をゼロと仮定しなければならないとされ
ている。 
 以上までで、各国の無形資産の償却方法を考察してきたが、そこに共通するのは、無形
資産は有形資産とは異なり「費消パターンが分かりにくい」との認識である。無形資産は、
有形資産と比べその費消パターンが分かりにくいから、利用期間が不明確な無形資産は、
減価償却を行わないのであろう。また、無形資産は、有形資産と比べその費消パターンが
分かりにくいから、ＩＦＲＳでは、その費消パターンについて信頼性をもって決定できな
い場合には、定額法、定率法及び生産高比例法の採用は認められず、定額法を採用しなけ
ればならないとされている。 
それでは、反対に有形資産の費消パターンはすべてわかるのであろうか。答えはＮＯであ
ろう。例えば、新製品の製造のために建設した工場の費消パターンは将来の販売計画など
を基にすればある程度、予測可能であろう。しかし、販売計画はあくまで予測であり、そ
の予測通り行かないのもまた事実である。その証拠に、予測を大きく下回った時の修正と
して減損会計が制度化されている。また、新製品の製造のために支出した開発費はどうで
あろうか。その費消パターンもまた、将来の販売計画などを基にすればある程度、予測可
能であろう。また、同様に予測を誤った時には、減損会計の対象となる。つまりは、無形
資産は有形資産とは異なり「費消パターンが分かりにくい」という前提がそもそも間違っ
ているのではと考える。無形資産も有形資産とその実態は変わらないのである。その中に
は、費消パターンがわかりやすいものもわかりにくいものの含まれている。無形資産は、
有形資産と異なり「分かりにくい」ものであることについて、合理的な説明はできないで
あろう。 
無形資産も有形資産と変わらないと考えれば、無形資産になりうる支出の、資産の将来
の経済的便益の獲得に基づいた、費消パターンを反映させるため、減価償却方法、期間を
選ぶべきと考える。具体的な償却方法であるが、定額法、定率法、級数法、生産高比例法
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の中から最適なものを選ぶべきといえ、その際に、費消パターンについて信頼性のなさを
理由にして、定額法の使用を強制する必要はないと言える。 
また、償却期間にしてみても、無形資産への支出を企業は何らかの目的をもって行うわ
けであり、その目的を紐解けば、償却期間を見積もりにくい場合はあっても、見積もり不
能な場合はないと考えられる。それに、土地とは異なり、無形資産は追加の支出なしでは、
価値を維持できない性格であり、必ず減価するといえる。そのため、全ての無形資産に、
資産の将来の経済的便益についての企業が消費すると予想されるパターンを反映する方法
30で、減価償却することを強制することとする。 
また、その際の償却期間であるが、米国会計基準や IFRS のように償却が求められる一
定の期間を定める必要性はないと考える。そもそも、例えば米国会計基準では、FASB-ASC 
Topic において、無形資産は 20 年を超えない期間で償却しなければならないと定められて
いるが、その 20 年は、あくまでも実務上の取扱いにすぎず、理論的な根拠に乏しいから
である。それに、有形固定資産の償却期間にはそのような制約はなく、ならば、無形資産
の償却期間にも必要ないのではと考える。 
最後に、残存価額である。我が国では、残存価額は、固定資産の耐用年数到来時におい
て予想される当該資産の売却価格又は利用価格から解体、撤去、処分等の費用を控除した
金額であり、各企業が当該資産の特殊的条件を考慮して合理的に見積りを行うべきものと
されている。残存価額は、有形固定資産も１の備忘価額にすることが多く、特別の事情が
ない限り、備忘価額に収めるのがよいであろう。 
 
  
                                                   
30 具体的には、定額法、定率法、級数法、生産高比例法。これらの選択の問題は会計方針と捉
えることとする。 
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第５章 ブランド支出の会計 
 
前章まで、無形資産の定義、収益との対応についての考え方、取得時の測定方法、事後
の測定方法、費用化の方法について考察してきた。これより後は、無形資産のうち、ブラ
ンド支出について、前章までの考えを当てはめるとどのようになるのかを考察したいと思
う。 
 
第１節 ブランド支出とは 
まず、議論の前提としてブランド支出とは何が該当するのか、どのようなものと認識さ
れているのかをこの節では明らかにしたい。 
広瀬（2012）ｐ35 によれば、今日、企業経営におけるブランドの重要性が認識されて
いるが、会計上、その資産計上についてはまだ必ずしも一般的ではないとされている。例
えば、買入ブランドについては、国内でも、海外でも計上の事例は限られている。また、
海外でも、イギリス、フランスなどの会社がコーポレート・ブランド・ネームなどを貸借
対照表に計上しているなど、その事例は限られている。さらに、自己創設ブランドに至っ
ては、かつてイギリスの食品メーカーである RHM 社がブランド・ネーム、マストヘッド
などを「ブランド」の勘定科目で計上した事例等があるものの、きわめて限られている。 
広瀬（2006）p35 では、ブランドは、法的側面から見ると商標法、意匠法、会社法、不
正競争防止法などの法的権利として保護される対象になりうる識別標章であるといえるが、
価値を生むブランドのすべてが必ずしも法的権利として確立されているとは限らないが、
ブランドは一度形成してしまえば、顧客の愛顧、信頼を通じて所有しているだけでキャッ
シュ･フローを生む点に大きな特徴がある。 
 また、広瀬（2012）p77 によれば、企業は自社製品等の品質の高さ、デザイン、機能の
革新性等を普遍的に表現するために、ブランド標章を統一的に用いて事業活動を行ってい
るという。その結果、企業がブランドを通じて製品等に対する顧客の愛顧、信頼を獲得し、
継続した顧客関係を維持できるようになると、顧客はもはや製品等の物理的または機能的
側面よりも、ブランドを拠り所にして製品等を購入する意思決定を行うようになり、その
結果ブランドによる競争優位性がもたらされることになる。広瀬（2006）ｐ77-78 におい
て、ブランドの競争優位性は、第１に価格の優位性、第２に高いロイヤルティ、第３に地
理的展開、類似業種および異業種展開力等のブランド拡張力として具現化され、企業に現
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在および将来のキャッシュ・フローの増加をもたらすとされる。 
(1)価格優位性は、品質および機能が全く同一であるとしても、ブランド製品等の方がノ
ン･ブランド製品等よりも高い価格で販売できることを意味しており、現在および将
来のキャッシュ･フローを増加させる要因となる。いいかえれば、ブランドによる価
格の優位性は、他者に対するステータスであり、それが、ブランドが、ブランドであ
るための「ありがたさ」を生み出すと考えられるとされる。 
(2)良いロイヤルティは、当該ブランド製品等を反復、継続して購入することを意味し、
現在および将来のキャッシュ・フローの安定的かつ確実な増加をもたらす要因となる
とされる。 
(3)ブランドの拡張力は、ブランド製品等の市場を海外に拡張するか、まだは類似業種お
よび異業種市場へ展開することを意味し、現在および将来のキャッシュ・フローの増
加をもたらす要因となると言う。 
以上のことを、広瀬（2006）ｐ79 では、卑近な例を用いて次のようにより詳しく説明
している。例えば、なぜ BMW の車を買うのかといえば、スポーティ一で、革新的で、洗
練され、良品質であるというステータスがあるからと考えられる。また、なぜ「ブルガリ」
の時計を買うのかといえば、ラグジュアリーで伝統があるというステータスがあるからと
考えられる。さらになぜ、「アルマーニ」だとか，「ルイヴィトン」といった製品を買いた
い人がたくさんいるのかといえば、ファッション性だとか、誰でもが買えないほど価格が
高いなどのステータスかおるからにほかならないと考えられる。顧客がこうしたステータ
スを得ることによって、夢が実現される。これが、ブランドが確立される原因であると考
えられる。それだからこそ、顧客は価格が高くても、値引きがなされなくても、ブランド
品を購入するのであろうし、また同一ブランド品のリピーターが跡を絶たないのであろう
し、さらに企業サイドはそういったブランドからもたらされるステータスとロイヤルティ
をバックにして、類似業種、異業種、さらには海外展開を図れると指摘している。また、
広瀬（2006）ｐ79-80 では、ブランドは,その競争優位性およびそれらのシナジー効果によ
って、ブランドからもたらされるキャッシュ・フローを増大し、企業価値を押し上げるバ
リュー・ドライバーであると結論付けている。 
 
第２節  ブランド支出の当初認識と測定 
ブランドとは、どのようなものなのかのイメージが持てたところで、そのうちの具体的
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な支出について考えてみる。ここでは、高級車の持つブランド価値生成に関連する支出に
ついて考えてゆく。たとえば、メルセデス・ベンツや BMW、国産では、トヨタのレクサ
スをイメージするとわかりやすいだろう。知っての通り、それらの自動車は、スタンダー
ドなモデルでも 400 万円から 500 万円、上位のモデルとなると、1000 万円を超えるもの
もある。これらの価格設定は、機能面の優位性を考慮しても、高いだろう。このことから、
第１節で挙げた「価格の優位性」、「高いロイヤルティ」を保持していると言える。また、
メルセデス・ベンツや BMW、レクサスは全世界でブランド展開していることから、「地理
的展開、類似業種および異業種展開力等のブランド拡張力」も保持していると言える。そ
こで、ここにブランド価値があるといえる。ここでは、比較的最近、ブランドが生成され
たトヨタのレクサスについて見てゆく。 
 レクサスは、1989 年よりアメリカ合衆国内で展開が開始されたトヨタ自動車の高級車ブ
ランドであり、2005 年より、日本国内でのブランド展開も開始されている。そもそも、北
米では、伝統や威厳を売りにするキャデラックやリンカーンなどの限られた伝統的ブラン
ドが寡占しており、たとえ燃費が悪く故障しやすくとも名門ブランドの名のもとに許容さ
れていた。しかし、そのようなメーカー都合の販売姿勢のため、顧客の潜在的な不満は極
めて高く、富裕層の中にも伝統や威厳を売りにする旧来の高級車を避ける傾向は確実に存
在していた。また、若年層は、名門とされてきたキャデラックやリンカーンといったブラ
ンドを古臭いと感じていた。以上のことを、トヨタは、市場調査を進め、つかんでいた。
そこでトヨタは、レクサスにおいて、伝統や威厳を前提とした旧来の高級車のあり方を否
定し、機能的かつ高品質な高級車を模索した。しかし、当時はまだ、アメリカでは、日本
車は壊れないが、あくまで安物の大衆車とのイメージが強かったため、アメリカの高級車
市場への参入余地はないというのが自動車業界の定説であった。そこで、トヨタは、ブラ
ンドイメージ生成のため、多額の広告費を投入した。加えて、デザインにも多額の資金を
投入した。また、従来のトヨタ車と一線を画したものとするため、レクサスには専用部品
を用いることとし、レクサス専用部品は他のトヨタ車では使用禁止するなど、自動車自体
の設計開発にも多額の費用がかかっている。さらに、トヨタはレクサスの開発のために、
新たなテストコースの建設をし、ディーラーまでも、お客様も高級な気分に浸るような高
級なサービスであるべきというコンセプトのもと、新しく作りかえた。これは、アメリカ
ではディーラーは歯医者さんと並んで、もっとも行きたくない場所という調査結果があり、
それならば一番行きたいところに変えてやろうと考えたためであると、トヨタのレクサス
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の担当者は語っている31。 
つまり、新たなブランドの生成には、広告宣伝支出だけでなく、多くの支出が必要なこ
とが理解できる。そこで、これらの支出が無形資産の定義を満たすのかが問題となる。初
めに、識別可能性であるが、広告支出やデザインに関する支出、テストコースの建設費な
ど、他の支出と区別して識別可能であるので、識別可能性は満たしているだろう。次に、
支配をしているかだが、広告やデザイン改善の効果、テストコース建設などによるレクサ
スの品質の向上の効果はトヨタ自動車自体に帰属するので、支配も満たしているだろう。
最後に、経済的資源といえるのかだが、トヨタ自動車は、広告やデザイン改善の効果、テ
ストコース建設などによるレクサスの品質の向上の効果を基にして、レクサスの売上の拡
大を図れるはずであり、経済的資源といえるだろう。また、その時の測定値は発生時の公
正価値、すなわち取得原価で問題ないだろう。 
一方で、収益獲得にむすびつく不確実性が高い支出の資産計上は否定されるため、どの
支出の資産計上が認められるかの線引きが難しくなる。これは、支出した企業、ここでは
トヨタの将来の見込みに基づき判断することとなる。その際に、第 2 章第 2 節第 1 項で示
した IFRS の研究費と開発費を分類する基準が役立つだろう。 
また、レクサスブランドを考えると、ブランドが生成されている現在においても、テレ
ビではレクサスの CM が流れているし、モーターショーには、レクサスのコンセプトカー
が出展されている。この点、ブランドが生成された後も、そのブランドを維持するために
毎期支出が行われている。これらの支出をどのようにとらえるかが問題となる。これらは、
建物などの固定資産でいう修繕費にあたると考える。すなわち、当該支出が、そのブラン
ド価値を従来よりも向上させる支出（資本的支出）であるときは、資産計上を行うが、そ
のブランド価値を維持するに過ぎない支出（収益的支出）の場合は発生時費用処理すべき
と考える。 
 
第３節 ブランド支出の事後測定 
 ブランド支出を資産計上した後、それをいかに評価替えするか、費用化するかについて、
述べてゆきたい。 
ブランドは原則取得原価で計上されるべきといえる。ただ、参考としてあげた、公正価
値評価をする方法をとると、ブランドの公正価値を毎期測定しその金額が、当該ブランド
                                                   
31 物学研究会（2006）p4 
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の価額として、貸借対照表に記載され、公正価値と帳簿価額の差額はその他の包括利益と
して扱われる。具体的な、ブランドの公正価値の測定法であるが、マーケット・アプロー
チの売買事例比准方式32やインカム・アプローチの免除ロイヤリティ法33、プレミアム価格
法34等がある35。次に、費用化の方法であるが、企業のブランド支出が将来の経済的便益の
獲得に結び付く見込みに基づき、ブランド支出は費用化されるべきである。レクサスのよ
うに高級車の場合は、モデルチェンジごとに、新たに大規模な広告宣伝、デザイン変更に
伴う支出、場合によっては、ディーラーの刷新も行われる。そのため、償却期間は、モデ
ルチェンジが行われる周期にするのがよいだろう。レクサスに関して言えば、車種により
多尐の違いはあるが、初代が 1989 年から 1997 年、2 代目が 1998 年から 2005 年、3 代目
が 2005 年から 2012 年、4 代目が 2013 年からの現行モデルとなっている。ならば、償却
年数は、7 年程度にするべきであろう。償却方法は、トヨタの収益獲得の見込みの考え方
にもよるが、通常ならば定額法がいいだろう。残存価額は、売却の予定などないのだから、
備忘価額にとどめるべきであろう。 
以上のように、第４章までで展開した無形資産になりうる支出の資産計上のモデルに実
際の項目をいれて考察すると、一応の機能をすることがわかった。しかし、無形資産の資
産計上による便益がそのコストを凌駕するのかなどの課題もあるだろう。 
  
                                                   
32 実際に市場で取引された類似ブランドの価格で当該ブランドを評価しようとする考え方  
33 仮にブランドを保有していないとすれば支払わなければならないロイヤリティで超過利益
を測定する方法 
34 ノン・ブランド製品等を上回ってブランド製品等がもたらす現在および将来の価格プレミア
ムで超過利益を測定する方法 
35 広瀬（2006）p83 
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第６章 まとめと結論 
 
 当論文は、財務諸表の開示では、利益情報の開示が重視されることを前提にし、現在の
わが国の無形資産の処理に問題があるとした。具体的には、利益情報を測定するためには、
リスクから解放された収益のみならず、その収益を獲得するのに貢献した努力である費用
も把握することが必要である。しかし、無形資産の典型例である研究開発支出は、全額発
生時に費用処理されるので、研究成功によりリスクから解放され獲得された収益とそれの
獲得に貢献した努力たる費用が期間対応しない可能性がある。また、ブランド生成などに
投入された支出（ブランド支出）も原則として発生時に費用計上されるため、同じことが
言えるからである。そこで、この問題を解決するためには、無形資産になりうる支出を資
産計上し、各期に費用配分することが必要と考えた。 
 結果として、その資産計上や費用配分モデルは非常にシンプルなものとなった。具体的
には、無形資産になりうる支出をその取得原価で評価し、その費消パターンを見積もり償
却方法、償却年数を決定するというものである。これは、機械装置や建物といった有形資
産の資産計上、費用配分の方法と同じであろう。これは当然であろう。なぜなら、第 4 章、
第 3 項で指摘した通り、無形資産も有形資産もその性格に違いはないためである。無形資
産は、償却方法、償却年数に制限がつけられたり、将来獲得が見込まれる収益との対応関
係の不確実性が問題になったりするが、それは適当ではないだろう。無形資産は有形資産
と異なり「わかりにくい」ため、慎重に処理すべきとの考えが、無形資産になりうる支出
の資産計上を妨げているのかもしれない。無形資産になりうる支出が資産計上や費用配分
されるためには、まず、無形資産は有形資産とは異なるとの考えを改める必要があるので
はないだろうか。そのようにすれば、無形資産になりうる支出の資産計上や費用配分が可
能になり、純利益情報の質も上がるだろう。 
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